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1節 災害への備え、対策、知識
モバイルバッテリー準備率、ハザードマップ所持・確認

ポイント

● 災害時の備えで何も準備していない人は減少傾向。「モバイルバッテリー」は年々増加傾向にあり、3人に
１人が所有（資料6-1）。

● ハザードマップを所持・確認したきっかけ「自治体から配布」が半数以上（資料6-8）。
● キキクルの認知は22%、利用したことがあるは5%（資料6-10）。
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災害時の備えの年次推移（複数回答）
● 「スマートフォン用モバイルバッテリー」の準備をしている人は増加傾向にある。［資料6-1］

出典：2018～2025年一般向けモバイル動向調査
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災害時の備え［性年代別］（複数回答）
● 年代が上がるに伴い、各種備えの割合は高まる様子。
● 「スマートフォン用モバイルバッテリー」は若年層でも割合が高い。

［資料6-2］

出典：2025年一般向けモバイル動向調査

男性10代 (n=188) 男性 20代 (n=472) 男性 30代 (n=506) 男性 40代 (n=606)
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非常用持ち出し袋

医薬品

数日分の水・食糧

家具の固定

スマホ用モバイルバッテリー

懐中電灯

何も準備していない

0% 20% 40% 60% 80% 100%100% 80% 60% 40% 20% 0%
23

1414

32

11

34

34

3636

21

1717

33

1717

34

31

4444

27

20

3636

14

31

33

38

24

20

41

1818

3737

4343

3535

2929

19

4646

20

3636

50

30

33

23

49

25

3737

62

23

3636

2727

54

33

34

7575

1616

30

22

41

1515

3737

39

34

23

16

31

13

32

23

46

31

20

40

1515

33

41

3737

3535

27

48

20

3737

54

26

3636

25

54

26

34

61

23

41

29

64

34

3535

73

1515

42

32

60

32

31

78

14

モバイル社会白書2025年版

6章　防災・減災 138



避難所の認知［経年変化］（単一回答)
● 避難所の認知は前回より減少し7割程度。［資料6-3］

単一回答

出典：2022～2025年一般向けモバイル動向調査
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避難所と避難経路（単一回答）
● 10代を除き年代が上がるほど、避難所を知っていて避難経路も決めている割合が高い。［資料6-4］

出典：2024年防災調査

避難所を知っていて避難経路も決めている 避難所を知っていて避難経路は決めていない 避難所を知らない

10代(n=557)

20代(n=1,362)

30代(n=1,469)

40代(n=1,744)

50代(n=1,848)

60代(n=1,604)
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地域の防災訓練への参加［年代別］（単一回答）
● 全体では4人に1人が参加している。70代が最も高く、42%が参加。次いで10代が高く33%。［資料6-5］

出典：2024年防災調査
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ハザードマップの認知［年代別］（単一回答）
● 「確認したことがない、または存在を知らない」は年代が上がるほど少ない。［資料6-6］

出典：2024年防災調査
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ハザードマップの認知［都道府県別］（単一回答）
● ハザードマップの認知率は全体で74.2%。
● 最も高いのは「山形県」の84.1%。

［資料6-7］

出典：2025年一般向けモバイル動向調査
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ハザードマップの所持・確認きっかけ［年代別］（複数回答）
● ハザードマップを所持・確認したきっかけ「自治体から配布」が全体では半数以上。
● 10代は学校からの呼びかけが半数以上。

［資料6-8］

注：各年代 1位　  2 位　  ３位　
ハザードマップを所持・確認したことがある人が対象。

出典：2024年防災調査
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気象用語の理解（単一回答）
● 「熱中症警戒アラート」は約9割、「線状降水帯」「竜巻注意情報」「記録的短時間大雨情報」「特別警報」は約8割がある程度意味
 がわかっている。

［資料6-9］

出典：2024年防災調査

 聞いたこともあり、内容も理解している 聞いたことがあり、意味もなんとなくわかる
聞いたことはあるが、意味はわからない 聞いたことはない
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災害・防災に関する事項の利用/実践（単一回答）
● ローリングストックを認知している人は4人に1人実践している人は1割程度。
● キキクルを認知している人は2割程度。

［資料6-10］

出典：2024年防災調査

知っていて利用したこともある（実践している） 知っているが利用したことはない（実践していない） 知らない
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防災・減災6章

［資料6-11］ 災害時の安否確認サービスの認知率の年次推移（単一回答）
［資料6-12］ 受信したエリアメール・緊急速報メールの内容（複数回答）
［資料6-13］ 災害時の連絡方法を家族で決めている（単一回答）
［資料6-14］ 災害時の連絡方法を家族で決めている（手段）（複数回答）
［資料6-15］ 別居家族に災害の可能性がある時に、連絡を取ったことが

ある（単一回答）
［資料6-16］ 別居家族に災害の可能性がある時に、連絡を取ったきっか

け（複数回答）
［資料6-17］ 大きな災害が発生した際の住民同士の助け合いはどの程度

期待できるか（単一回答）

2節 災害情報の伝達
安否確認サービスの認知率、家族との連絡方法、偽情報・誤情報

ポイント

● 約3割が災害時に家族との連絡方法を決めている（資料6-13）。
● 約4割が別居家族に災害の可能性がある時に、連絡を取ったことがある（資料6-15）。
● いずれかのSNSのサービスで災害情報を発信・拡散が経験ある人は13.9%（資料6-22）。
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［資料6-18］ 災害情報の真偽を見わける自信がある（単一回答）
［資料6-19］ 災害情報を見わける自信がある理由（複数回答）
［資料6-20］ 用語の理解度（単一回答）
［資料6-21］ 直近の1ヶ月の間に、どのくらいの頻度で間違った情報や誤

解を招く情報（いわゆるデマ・フェイクニュース）を見かけた
か（単一回答）

［資料6-22］ 災害時にSNSで災害情報を発信・拡散した経験（単一回答）
［資料6-23］ Xで災害情報を発信・拡散した経験（単一回答）
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災害時の安否確認サービスの認知率の年次推移（単一回答）
● 「災害用伝言ダイヤル」の認知率は2025年では57%となった。東日本大震災後の2012年、全国的な気象災害のあった2017年の後に認知が拡大。
● 「エリアメール／緊急速報メール」の認知も54%と「災害用伝言ダイヤル」と同水準。

［資料6-11］

注：携帯電話所有者が対象。
出典：2010～2025年一般向けモバイル動向調査

災害用伝言ダイヤルがあることを知っている 災害用伝言板があることを知っている エリアメール／緊急速報メールを知っている
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受信したエリアメール・緊急速報メールの内容（複数回答）
● 約9割が受信経験がある。
● 4人に3人が緊急地震速報の受信経験がある。

［資料6-12］

注：エリアメール・緊急速報メールを知っている人が対象 n=7,138。
出典：2024年防災調査

緊急地震速報で受信した

気象警報に関して受信した

Ｊアラートに関する情報（ミサイル情報など）に関して受信した

自治体からの避難情報などの情報に関して受信した

津波警報に関して受信した

訓練として受信した

受信したことがない

0% 80%70%60%50%40%30%20%10%

76.176.1

31.631.6

28.928.9

16.516.5

11.711.7

18.718.7

9.89.8

モバイル社会白書2025年版

6章　防災・減災 149



災害時の連絡方法を家族で決めている（単一回答）
● 全体では約３割が連絡方法を決めている。
● 決めているのが高いのは10代・70代で36%。

［資料6-13］

注：対象者は家族がいる人 n=9,616。
出典：2024年防災調査

全体(n=9,616)
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災害時の連絡方法を家族で決めている（手段）（複数回答）
● 最も高いのはスマートフォンの通話で7割を超える。次いでスマートフォンのメールで約6割。［資料6-14］

注：対象者は家族と連絡方法を決めているn=2,895。
出典：2024年防災調査
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その他
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別居家族に災害の可能性がある時に、連絡を取ったことがある（単一回答）
● シニア層が高く、70代の半数弱が連絡を取った経験がある。［資料6-15］

注：別居家族がいる人 (n=7,931) が対象。
出典：2024年防災調査
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別居家族に災害の可能性がある時に、連絡を取ったきっかけ（複数回答）
● 連絡をした経験がある人の8割弱は「何らかの情報を視聴した」、3割弱は「何らかの呼びかけがあった」ことがきっかけ。
● シニア層は「何らかの情報を視聴した」、若年層は「何らかの呼びかけがあった」割合が多い。

［資料6-16］

注：別居家族に連絡を取った経験がある人 (n=3,013) が対象。
出典：2024年防災調査
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大きな災害が発生した際の住民同士の助け合いはどの程度期待できるか（単一回答）
● 北陸、甲信越は「期待できる」、「ある程度期待できる」を合わせると56%となり、最も高い。［資料6-17］

出典：2024年防災調査
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災害情報の真偽を見わける自信がある（単一回答）
● 3割弱が災害情報を見わける自信がある。
● 男性のほうが女性より自信がある割合が高い。

［資料6-18］

出典：2024年防災調査
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災害情報を見わける自信がある理由（複数回答）
● 「他の情報と比較を行っているから」「情報の発信元の確認を行っているから」が4割を超える。［資料6-19］

注：災害情報を見わける自信がある人 (n=2,931) が対象。
出典：2024年防災調査
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用語の理解度（単一回答）
● 「フェイクニュース」は約8割がある程度意味を理解している。
● 「ファクトチェック」「ディープフェイク」は約3割がある程度意味を理解している。

［資料6-20］

出典：2024年防災調査
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直近の1ヶ月の間に、どのくらいの頻度で間違った情報や誤解を招く情報
（いわゆるデマ・フェイクニュース）を見かけたか（単一回答）
● インターネット上のメディア、インターネット以外のメディア（テレビや新聞など）のいずれも半数程度、偽・誤情報を見たことがある。

［資料6-21］

出典：2024年防災調査

 週１回以上 月に数回程度 それ以下の頻度 一度も見たことがない
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災害時にSNSで災害情報を発信・拡散した経験（単一回答）
● 「発信・拡散したことがある」はXが最も多く、12.3%。
● いずれかのSNSサービスで発信・拡散が経験ある人は13.9%。

［資料6-22］

注：SNSは X・Facebook・Instagram・YouTube。
出典：2024年防災調査
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Xで災害情報を発信・拡散した経験（単一回答）
● 被災した時にXで情報を発信した経験がある人は9.0%。［資料6-23］

注：Xを利用している人 (n=4,177) が対象。
出典：2024年防災調査
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防災・減災6章

3節 災害情報の収集
防災系アプリのインストール状況、災害時の情報収集手段

ポイント

● 防災系アプリのインストール率は半数を超える。シニア層のインストール率が高い（資料6-24・26）。
● 若年層では「SNS」利用が6～7割と高く、「テレビ」よりも高い（資料6-28）。
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防災・災害情報アプリインストール状況の年次推移（複数回答）
● アプリインストールは2023年以降過半数を超えている。［資料6-24］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2019～2025年一般向けモバイル動向調査
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防災・災害情報アプリインストール状況の年次推移［サービス別］（複数回答）
● 各サービスのインストール状況は昨年と同程度。［資料6-25］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2019～2025年一般向けモバイル動向調査
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防災・災害情報アプリインストール状況［年代別］（複数回答）
● 10代を除き、年代が上がるとアプリのインストール率が上がる。
● 70代の防災・災害情報アプリのインストール率は7割を超える。

［資料6-26］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2025年一般向けモバイル動向調査
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災害時の情報収集手段【大雨・台風の場合】（複数回答）
● 「テレビ」が最も多く、「インターネット」、「SNS」、「エリアメール・緊急速報メール」と続く。［資料6-27］

出典：2025年一般向けモバイル動向調査
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災害時の情報収集手段【大雨・台風の場合】［性年代別］（複数回答）
● 若年層では「SNS」利用が6～7割と高く、「テレビ」よりも高い。［資料6-28］

出典：2025年一般向けモバイル動向調査
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災害時の情報収集手段【大雨・台風の場合】［エリア別］（複数回答）
● 「テレビ」が最も多く、すべての地域で6割を超える。［資料6-29］

出典：2025年一般向けモバイル動向調査
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25

41
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22

12

24
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5
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1919

17

1

4949

50

25
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1919

1111

24
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44

99

1919

1414

0

50

25

41

6969

26

17

28

20

8

13

20

17

0

4747

4545

2424

43

68

1919

1313

2020

1313

5

88

1616

1313

1

50
50

27

3939

6262

21

17

26

16

8

10

1919

14

0

48

51

24

3737

6262

1919

1212

1919

1212

7

14

25

18

0

46

4747

2323

41

64

1818

13

23

1212

6

11

18

1515

0

4444

4747

2323

42

64

20

1111

25

13

44

99

1717

1515

0

46

51

28
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64

21

1111

26

13

6

12

21

1919

1
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［資料6-30］
災害時の情報収集手段【地震の場合】（複数回答）
● 「テレビ」が最も多く、「インターネット」、「SNS」、「エリアメール・緊急速報メール」と続く。

出典：2025年一般向けモバイル動向調査

2025年(n=6,962)

テレビ

インターネットでのホームページ閲覧（SNS除く）

SNS（LINE、X、Facebook、Instagramなど）

エリアメール、緊急速報メール

防災無線やサイレン

（スマートフォンで使う）アプリ（SNS除く）

ラジオ

友人・知人・親戚（LINEなどのSNS）

友人・知人・親戚（電話・メール）

市町村の広報車や消防車両

友人・知人・親戚（直接会って）

新聞

区長・自治組織

その他

0% 20% 40% 60% 80%

5858

43

42

39

24

23

1818

1717

15

14

10

8

5

0
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［資料6-31］
災害時の情報収集手段【地震の場合】［性年代別］（複数回答）
● 若年層では「SNS」利用が6～7割と高く、「テレビ」よりも高い。

出典：2025年一般向けモバイル動向調査

男性10代 (n=188)  男性 20代 (n=472) 男性 30代 (n=506)  男性 40代 (n=606)
男性 50代 (n=641)  男性 60代 (n=537) 男性 70代 (n=530)

  女性10代 (n=196)  女性 20代 (n=461) 女性 30代 (n=481)  女性 40代 (n=583)
女性 50代 (n=619)  女性 60代 (n=526) 女性 70代 (n=616)

 

SNS
（LINE、X、Facebook、Instagramなど）
インターネットでのホームページ閲覧

（SNS除く）

（スマートフォンで使う）アプリ（SNS除く）

エリアメール、緊急速報メール

テレビ

ラジオ

新聞

防災無線やサイレン

市町村の広報車や消防車両

区長・自治組織

友人・知人・親戚（直接会って）

友人・知人・親戚（LINEなどのSNS）

友人・知人・親戚（電話・メール）

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%100% 80% 60% 40% 20% 0%
61

3737

28

25

45

23

5

18

7

4

17

19

13

64

41

21

26

3838

12

5

16

8

4

12

16

14

0

54

52

23

29

43

1313

4

17

11

4

12

15

14

1

41

54

27

3737

52

22

8

19

10

5

9

14

12

0

35

53

27

41

59

23

9

20

10

3

8

11

10

0

28

49

31

43

71

28

11

24

15

5

5

12

11

0

20

45

29

46

80

27

18

32

28

10

6

13

16

0

63

33

1616

33

53

14

5

22

7

4

24

26

1616

1

73

31

1616

2727

3838

10

2

1818

7

2

14

23

18

0

59

42

1616

40

49

1010

2

23

10

3

12

21

15

1

4545

43

18

43

58

14

4

24

11

4

12

22

1616

1

3838

41

21

4444

6262

1717

7

29

15

7

9

21

1717

0

27

38

25

48

69

20

10

28

19

6

9

21

19

0

18

27

23

48

75

22

13

34

28

10

8

20

23

0
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● 「テレビ」が最も多く、すべての地域で5～6割台。
● 「エリアメール、緊急速報メール」は東北で5割と高い。

［資料6-32］
災害時の情報収集手段【地震の場合】［エリア別］（複数回答）

出典：2025年一般向けモバイル動向調査

北海道 (n=262)  東北 (n=515)  北関東 (n=381)  南関東 (n=1,920) 甲信越 (n=293)  北陸 (n=195)
東海 (n=791)  関西(n=1,116)  中国 (n=439)  四国 (n=248)  九州 (n=802)

SNS（LINE、X、Facebook、Instagramなど）

インターネットでのホームページ閲覧（SNS除く）

（スマートフォンで使う）アプリ（SNS除く）

エリアメール、緊急速報メール

テレビ

ラジオ

新聞

防災無線やサイレン

市町村の広報車や消防車両

区長・自治組織

友人・知人・親戚（直接会って）

友人・知人・親戚（LINEなどのSNS）

友人・知人・親戚（電話・メール）

その他

0% 80%70%60%50%40%30%20%10%
3939

3636

2020

36

63

29

99

17

1212

4

10

15

15

3939

37

23

4949

59

25

12

22

20

4

15

15

3838

44

24

40

5656

20

66

24

1313

3

14

1313

1

43

45

23

3636

5656

1717

66

25

1212

4

99

1818

14

0

43

42

23

42

59

22

10

31

1818

11

14

1818

17

0

3636

3333

24

41

66

1717

10

1919

1010

33

77

14

1010

1

43

43

24

41

565656

1818

1818

10

27

1818

7

10

15

14

1

44

45

24

3838

585858

17

7

2020

13

6

12

21

19

0

3939

3636

2222

41

585858

17

66

21

11

5

11

1818

15

4040

44

2222

3939

575757

1616

8

25

17

5

11

17

14

43

45

24

41
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7

25

14

6

1111

1818

16

1

9
9
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防災・減災6章

4節 自治体との関連/能登半島地震
防災無線、自治体への要望、自治体の災害情報配信サービス登録、能登半島地震関連、アナログな備え

ポイント

● 約4割が何らかの自治体の災害情報配信サービスを登録している（資料6-35）。
● 10代と20代では、公衆電話の使い方をあまり知らない・知らないと答えた割合が約3割（資料6-41）。

［資料6-33］ 自治体への関心、防災行政への満足（単一回答）
［資料6-34］ 自治体への要望（複数回答）
［資料6-35］ 自治体の災害情報配信サービス登録状況（複数回答）
［資料6-36］ 自治体の災害情報配信サービス登録状況［性年代別］（複数

回答）
［資料6-37］ 自治体の災害情報配信サービス登録状況［エリア別］（複数

回答）
［資料6-38］ 「能登半島地震」最初に知った手段（単一回答）
［資料6-39］ 「能登半島地震」最初ICT関連で知った割合［都道府県別］

（単一回答）

［資料6-40］  能登半島地震後の備えへの変化（単一回答）
［資料6-41］ 公衆電話の利用方法を知っている（単一回答）
［資料6-42］ 同居家族の携帯電話の番号を覚えている（単一回答）
［資料6-43］ 普段小銭を所持している（単一回答）

172
173
174

175

176
177

178

179
180
181
182

………………………
……………………

…………
………………………………

…………………
……………………………………………

…………

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………
…………………

…………………………………………………………………

……
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自治体への関心、防災行政への満足（単一回答）
● 約6割が自治体の行政（市政）に関心がある・多少関心がある。
● 3人に1人が自治体の防災対策に満足している・やや満足している。

［資料6-33］

出典：2024年防災調査

市政（市の政治や行政）に関心がありますかお住まいの自治体の「防災対策」について、満足していますか。

関心がある 多少関心がある あまり関心はない
関心はない

  満足している やや満足している あまり満足していない
満足していない わからない

 

16.016.0

43.443.4

28.128.1

12.512.5 3.63.6

30.930.9

23.923.9
7.47.4

34.234.2
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自治体への要望（複数回答）
● 「特に要望はない」は約４割弱で、6割超が自治体への要望がある。［資料6-34］

出典：2024年防災調査

備蓄品の整備・拡充

避難所の設置・整備

防災用品のあっせんや配布

災害弱者への支援

夜間街灯の整備

建物の耐震対策

避難所の感染対策

河川のライブカメラの設置・拡充

電子申請の簡易化

スマホ・タブレットのアプリを利用した防災教育

学校での防災教育の充実

ビックデータを活用した避難状況の把握

電子申請業務の拡大

その他

特に要望はない

0% 40%35%30%25%20%15%10%5%

28.828.8

27.627.6

23.823.8

23.323.3

22.622.6

22.622.6

18.918.9

15.2

13.913.9

12.812.8

12.1

10.2

10

0.7

35.6
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自治体の災害情報配信サービス登録状況（複数回答）
● 「登録していない」が6割弱となった。
● 登録しているうち「メール」、「LINE」が2割～3割で高い。

［資料6-35］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2025年一般向けモバイル動向調査

0% 80%60%40%20%

メール

X

Facebook

LINE

登録していない

23

10

4

26

59

(n=6,343)
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自治体の災害情報配信サービス登録状況［性年代別］（複数回答）
● 「メール」は年齢が上がるにつれて登録率が高くなる。
● 「X」は若年層のほうが登録率が高い。

［資料6-36］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2025年一般向けモバイル動向調査

男性10代 (n=164) 男性 20代 (n=435) 男性 30代 (n=466) 男性 40代 (n=554)
男性 50代 (n=586) 男性 60代 (n=496) 男性 70代 (n=488)

  女性10代 (n=172) 女性 20代 (n=437) 女性 30代 (n=417) 女性 40代 (n=532)
女性 50代 (n=560) 女性 60代 (n=487) 女性 70代 (n=549)

 

メール

X

Facebook

LINE

登録していない

0% 20% 40% 60% 80%80% 60% 40% 20% 0%

18

3

26

64

22

24

7

28

58

21

1717

6

25

61

24

14

7

28

58

23

10

4

23

62

28

6

4

26

5757

30

3

3

26

53

11

1616

4

29

62

18

1717

3

27

64

13

8

3

24

66

20

9

4

30

59

23

7

2

29

5656

28

5

2

27

55

28

2

2

22

59

11
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自治体の災害情報配信サービス登録状況［エリア別］（複数回答）
● いずれの地域も「登録していない」がトップ。
● 「メール」では中国、「LINE」では北陸が最も多い。

［資料6-37］

注：携帯電話所有者が回答。
出典：2025年一般向けモバイル動向調査

北海道 (n=246) 東北 (n=471) 北関東 (n=342) 南関東 (n=1,741) 甲信越 (n=265) 北陸 (n=173)
東海 (n=723) 関西 (n=1,019) 中国 (n=397) 四国 (n=226) 九州 (n=740)

0% 80%70%60%50%40%30%20%10%
15

12

3

22

67

24

10

3

25

5959

28

8

2

25

5959

21

11

4

24

62

28

13

5

2929

53

21

10

3

38

52

22

10

5

27

58

21

10

5

25

62

30

8

4

28

53

22

13

3

32

53

24

9

4

30

56

メール

X

Facebook

LINE

登録していない
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［資料6-38］
「能登半島地震」最初に知った手段（単一回答）
● 3人に２人がテレビ経由で最初の情報を知った。

注：能登半島地震を認知している人 n=9,933 が回答。
出典：2024年防災調査

テレビ、 64.5テレビ、 64.5

その他その他

ＳＮＳ（知人を除く）、 
8.0

ＳＮＳ（知人を除く）、 
8.0

サイト閲覧、
8.1

サイト閲覧、
8.1

スマホの防災系アプリ、
 3.1

スマホの防災系アプリ、
 3.1

エリアメール、緊急速報メール、
7.3

エリアメール、緊急速報メール、
7.3

26.5 26.5 
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［資料6-39］
「能登半島地震」最初ICT関連で知った割合［都道府県別］（単一回答）
● 震源に近いほど最初に接した手段はICT関連が多い。

注：能登半島地震を認知している人 n=9,933 が回答。
出典：2024年防災調査

40%以上
35%以上
30%以上
25%以上
20%以上
20%未満

北海道

18

青森

18
秋田 岩手

22 16
山形 宮城

31 27
福井 石川 富山 新潟 福島

35 44 37 37 22
山口 島根 鳥取 兵庫 京都 滋賀 岐阜 長野 群馬 栃木 茨城

19
29 22

22
24 36

38 33
28 24 25

長崎 佐賀 福岡 広島 岡山 大阪 奈良 山梨 埼玉 千葉

17 19 25 18 16 26 36 28 29
29熊本 大分 和歌山 三重 愛知 静岡 神奈川 東京

21 16 18 33 35 25 25 29
鹿児島 宮崎 愛媛 香川

20 19 27 28
沖縄 高知 徳島

20 19 28
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能登半島地震後の備えへの変化（単一回答）
● 能登半島地震後、新調・確認した災害への備えで多かったのは「懐中電灯」「水・食糧」「スマートフォン用モバイルバッテリー」。［資料6-40］

注：能登半島地震を認知している人 n=9,933 が回答。
出典：2024年防災調査

 地震前は用意しておらず新たに備えた 地震前から備えており、再度確認した
地震前から備えており、再度確認はしなかった 備えていない

 

懐中電灯

数日分の水・食糧

スマホ用モバイルバッテリー

ハザードマップ

家族との連絡手段

医薬品

非常用持ち出し袋

携帯ラジオ

家具の固定

携帯トイレ・簡易トイレ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5 5 

6 6 

5 5 

3 3 

3 3 

3 3 

5 5 

3 3 

3 3 

6 6 

25 25 

22 22 

18 18 

16 16 

16 16 

16 16 

17 17 

15 15 

14 14 

13 13 

41 41 

31 31 

27 27 

31 31 

27 27 

26 26 

22 22 

26 26 

26 26 

18 18 

30 30 

41 41 

49 49 

50 50 

54 54 

56 56 

56 56 

56 56 

57 57 

63 63 
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公衆電話の利用方法を知っている（単一回答）
● 10代と20代では、公衆電話の使い方をあまり知らない・知らないと答えた割合が約3割。［資料6-41］

出典：2024年防災調査

 知っている ある程度知っている あまり知らない 知らない 

10代(n=557)

20代(n=1,362)

30代(n=1,469)

40代(n=1,744)

50代(n=1,848)

60代(n=1,604)

70代(n=1,771)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

35 35 

39 39 

55 55 

74 74 

84 84 

87 87 

85 85 

37 37 

30 30 

27 27 

17 17 

10 10 

9 9 

10 10 

19 19 

18 18 

10 10 

5 5 

3 3 

2 2 

3 3 

9 9 

13 13 

9 9 

5 5 

3 3 

1 1 

1 1 
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［資料6-42］
同居家族の携帯電話の番号を覚えている（単一回答）
● 若年層ほど同居家族の携帯電話の番号を覚えている。

注：同居家族がいる人で一人以上の同居家族が携帯電話を持っている人が対象。
出典：2024年防災調査

 覚えている 覚えていない  

青年15-24歳(n=935)

壮年25-44歳(n=2,214)

中年45-64歳(n=2,692)

高年65-79歳(n=2,013)

全体(n=7,854)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

66.166.1

50.750.7

45.145.1

42.742.7

48.548.5

33.933.9

49.349.3

54.954.9

57.357.3

51.551.5
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［資料6-43］
普段小銭を所持している（単一回答）
● 10代と70代は小銭をある程度所持している割合が高い。

出典：2024年防災調査

 所持している ある程度所持している あまり所持していない 所持していない 

10代(n=557)

20代(n=1,362)

30代(n=1,469)

40代(n=1,744)

50代(n=1,848)

60代(n=1,604)

70代(n=1,771)

全年代(n=10,355)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

37 37 

26 26 

27 27 

26 26 

28 28 

31 31 

35 35 

30 30 

37 37 

33 33 

34 34 

35 35 

35 35 

38 38 

40 40 

36 36 

14 14 

22 22 

24 24 

27 27 

27 27 

24 24 

21 21 

24 24 

11 11 

18 18 

15 15 

13 13 

10 10 

7 7 

4 4 

11 11 
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